2013年度活動方針（案）
1.　はじめに

今年、2013年は「朝日訴訟の原告」朝日茂さんの生誕100周年にあたる。

朝日訴訟は1957年東京地裁に提訴してから1967年最高裁「上告人死亡により終了」とされた10年間の裁判闘争であり、「人間裁判」と呼ばれたこの裁判は、憲法第25条に明記されている「健康で文化的な最低限度の生活」とはどんな生活か、人間に値する生活とはどんな水準なのかを問うたものである。
1960年の東京地裁判決｢長沼判決｣では、「憲法が単に自由権的人権の保障のみに止まらず、国家権力の積極的な施策に基き国民に対し「人間に値する生存」を保障しようといういわゆる生存権的基本的人権の保障に関して規定したものである」ことや「生活保護法は国がまさにこの憲法第25条の明定する生存権保障の理念に基いて困窮者の生活保護制度を、社会保障の一環として、国の直接の責任において実現しようとするもの」であること。さらに、「健康で文化的な最低生活」とは「国民が単に辛うじて生物としての生存を維持できるという程度のものではなく、国民に「人間に値する生存」あるいは「人間としての生活」といいうるものを可能ならしめるような程度のものでなければならない」ことや「最低限度の生活水準を判定するについて注意すべきことの一は、現実の国内における最低所得層、たとえば低賃金の日雇労働者、零細農漁業者等いわゆるボーダーラインに位する人々が現実に維持している生活水準をもつて直ちに生活保護法の保障する「健康で文化的な生活水準」に当ると解してはならない」こと、さらに「その時々の国の予算の配分によって左右さるべきものではなく、最低限度の水準は決して予算の有無によって決定されるものではなく、むしろこれを指導支配すべきもの」とした。
だからこそ、この長沼判決を引き出した朝日訴訟は、日本の戦後社会保障闘争の出発点であり、現在の生活保護基準は、この朝日訴訟を出発点とした55年間のたたかいの中で積み上げられてきたものなのである。(別掲「朝日訴訟東京地裁判決文(抜粋)」参照のこと)
今一度、私たちは朝日訴訟のたたかいを学びながら、今日的な社会保障運動をこの大阪で構築していこうではありませんか。
2. 私たちは今年度、何を大切にしてたたかうのか(大方針)
①雇用・労働・最低賃金、年金、生活保護で「人間らしい健康で文化的な最低生活の暮らし」を確立する。
②「社会保障改革推進法」に対峙するたたかいは、大阪的には幅広い団体を結集し、学習・宣伝・署名を中心とした取り組みで「廃止」を目指す。国民会議で提案される内容については注視し、わかりやすい内容での情報発信を適宜行う。

③マイナンバー制度法案に対しては断固反対する。
④シングルマザー・子どもたちの貧困問題解決のために、当面「こどもの医療費・中学校卒業まで完全無料」を掲げた大阪府、そして市町村に対する大運動を「子どもの医療費助成制度拡充をめざす大阪府民連絡会」とともにすすめる。
⑤たたかいの主戦場である地域社保協の地力をつけるための活動強化と、地域社保協のない地域に対してはブロックを強化することで対応する。
6 大阪都構想との関係での推し進められようとしている国保「広域化」について学び、反対する闘いをすすめていく。
7 マスコミとの協力・共同・連携をより一層強める。
3.　具体的な運動方針
(1)こども・子育て世代・若者・女性の貧困対策
・18歳までのこどもの医療費の完全無料をめざす。同時に、障害者・一人親・老人についても同

様とする。
・若い世代に対する住宅手当(新婚家賃補助、ひとり親家庭家賃補助等)などによる子育て施策への政策を提案する。

・　就学援助制度の拡充、中学校自校式完全給食をめざす。

· 現役世代に対する国保減免制度(多子減免、ひとり親減免など)を拡充する。
・　「こどもの貧困シンポ」などに取り組む。
・　若者への発信を進めるためブログ、ツイッタ―やフェイスブック等を地域社保協でも活用できるよう支援する。
 (2)2013年度自治体キャラバン行動
・実施期間は府内市町村は7月初から8月中旬までに、大阪市については9月から10月に実施する。堺市については堺社保協と相談をすすめる。
・統一要求に加え今年度も地域要求を加味した、より地域色を打ち出した要望項目とできるように地域社保協での検討をよびかける。
・自治体・公務員攻撃に対して市民として一緒に立ち向かい励ましながら自治体運動をすすめる。

(3)地域での学習・相談活動にさらに力をいれる。

· 「相談窓口ステッカー」「相談活動ハンドブック」を活用し、地域社保協構成員全てが「くらしの相談員」となり、地域住民の生活支援の活動を進める。

· 「北河内ブロック連続学習会」をモデルとし、各地域社保協の構成員が講師となって、地域での学習活動をすすめ、具体的な相談に乗れる相談員を数多く要請する。

· 地域社保協への大阪社保協からの講師派遣は基本無料とする。

(4)国保広域化と国保改善をめざすたたかい

・　国保が社会保障制度であり、国保の危機の原因は国庫負担の縮小にあることを前面に押し出した地域でのたたかいをすすめる。国保料引き下げ、資格証明書・短期保険証の発行を許さず、保険料・一部負担金減免制度のこれまで以上の拡充の運動をすすめる。
・いのちと健康、さらに財産までを奪う「差押え」の実態を社会問題化しストップさせるためのたたかいを大きく進める。

・医療保険一元化につながる後期高齢者医療制度・国保広域化反対のたたかいをさらにひろげる。

・無保険のこどもの完全な解消～18歳までの子どもへの通常証発行をめざす

・昨年実施した「住民運動のための国保ハンドブック」をテキストとした「国保基礎連続講座」を今年も企画し、国保についての理解と確信を深め、運動に生かす。
(5)介護保険改悪をゆるさず、利用者・家族のいのちとくらしを支える介護保障制度をめざすたたかい
・社会保障制度改革推進法の中での介護保険改悪の内容を明らかにし、さらに次期介護報酬改定・第6期介護保険事業計画策定にむけての地域での運動を提起するために「住民運動のための介護保険ブックレット」を5月に発行し、全国にも運動提案を行う。
・2013年度自治体キャラバン行動の中では介護保険での意見書採択運動に取り組む。
· 介護現場の最前線で働くホームヘルパー、ケアマネジャー達との連携を強めるために、「つどい」「学習会」「集会」「シンポジウム」など、学習をメインに入れながらも運動提起ができるような取り組みに力をいれる。

· 「65歳問題」などについて、障害者団体との懇談を行うなど連携を強める。
　

(6)貧困・格差をなくすたたかい
・最低保障年金制度の確立をめざす。
· 生活保護制度の正しい理解を得るため学習をさらに強めながら、生活保護基準以下の生活を強いられている人たちの利用を促進する取り組みをすすめる。

・最低賃金のさらなる引き上げをめざす。
・医療が絶対的に必要な人々への窓口負担無料化をめざす。

・患者負担を大幅に軽減し、いつでも安心して受けられる医療の実現をめざす。

・税の基本である「応能負担」に逆行する消費税率アップには断固として反対する。
（７）こども・子育て世代、若者、女性、障害者、高齢者等様々な分野で今もすすめられている「社会福祉基礎構造改革」や、医療・福祉・年金等を貫いてすすめられている政府の「社会保障改革」に反対し、真の社会保障・社会福祉を確立するための運動を各分野が幅広く統一して推進していくための結集軸としての役割を果たす。

(8)大阪社保協再建20周年の取り組みでの記念シンポジウムを秋に企画する。
3.　組織問題

（1）全地域での社保協結成をめざす。

（2）府内全ブロックで休会中の地域社保協及び空白地域への支援も含め活動をすすめる。
4.　中央社保協・社保協近畿ブロックとのさらなる連携
（1）中央社保協との連携

大阪社保協から引き続き、代表委員と運営委員を選出し、中央社保協の運営や活動に協力する。また、中央社保協介護部会にも参加し、全国的な運動の発展に協力する。

（2）社保協近畿ブロックとの連帯・連携

　　　　大阪社保協として引き続き近畿ブロックの事務局を担いながら、近畿から全国への運動発信を行います。今年度は近畿ブロックとしてはじめて「第一回近畿社会保障学校」を5月12日(日)に神戸市勤労者会館で開催する。






